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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期連結累計（会計）
期間

第74期

会計期間 
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

売上高 （百万円） 266,494 1,603,881

経常利益又は経常損失(△) （百万円） △16,281 58,872

四半期（当期）純利益又は

四半期（当期）純損失(△)
（百万円） △15,764 1,851

純資産額 （百万円） 431,167 428,483

総資産額 （百万円） 1,293,854 1,163,173

１株当たり純資産額 （円） 1,387.32 1,377.81

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期（当期）純損失(△)
（円） △55.09 6.47

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － 6.47

自己資本比率 （％） 30.7 33.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △54,267 △6,446

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,533 △99,543

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 137,514 163,179

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 210,058 134,364

従業員数 （人） 48,933 49,761

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

　　　　２　売上高に消費税等は含まれていません。

        ３　当第１四半期連結累計（会計）期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。また主要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

 

（マリン事業）

  ヤマハマリン㈱は当社を存続会社とする吸収合併により、関係会社に該当しないこととなりました。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、ヤマハマリン㈱は当社を存続会社とする吸収合併により、関係会社に該当しな

いこととなりました。

  

４【従業員の状況】

 (1) 連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

   従業員数（人）  
 48,933

(13,566)

　　 （注）１  従業員数は就業人員数です。臨時従業員数（雇用契約が１年未満の直接契約社員）は、当第１四半期連結

          　 会計期間の平均雇用人員数を（　）内に外数で記載しており、その内訳は当社及び国内の連結子会社合計で

             453人、在外の連結子会社合計で13,114人です。

 　　　　 ２　当社グループにおける雇用形態の多様化に対応するため、当第１四半期連結会計期間より臨時従業員数の

　　　　　  範囲を変更しています。変更後の範囲によった場合の前連結会計年度末の臨時従業員数は13,657人です。

　　　　 　

 (2) 提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

   従業員数（人）      11,207

　 （注）１  従業員数は就業人員数です。

　　　　 ２　平成21年１月１日に連結子会社であるヤマハマリン㈱を当社に吸収合併したことにより、主にマリン事業で従業

員数が1,521名（平成21年３月31日在籍者数）増加しました。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別
セグメントの名称

製品 台数（台）

二輪車事業 二輪車 1,220,304

マリン事業

船外機 60,542

ウォータービークル 12,456

ボート、漁船・和船 1,426

特機事業 四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークル 16,081

その他の事業 電動ハイブリッド自転車 43,799

　 （注）マリン事業、特機事業及びその他の事業は、主要製品について記載しています。　

 

(2) 受注実績

　当社グループは主に見込み生産をしています。

 

(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

二輪車事業 187,948

マリン事業 36,899

特機事業 23,533

その他の事業 18,113

合計 266,494

　 （注）１  セグメント間取引については相殺消去しています。

 ２  上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  

３【財政状態及び経営成績の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

　なお、当第１四半期連結会計期間における比較分析に用いた前第１四半期連結会計期間の各数値については、監査法

人のレビューは受けていません。 

 

(1) 経営成績の分析

　　当第１四半期（１～３月）の世界経済は、昨秋以降の米国金融危機の深刻化、世界的な株価低迷により需要が激減

し、景気後退が鮮明となりました。当第１四半期の売上高は、ほぼ全ての事業、地域で前年同期比減少し、為替円高の

減収影響もあり、全体の売上高は前年同期比35.5％減少の2,665億円となりました。利益面では流通在庫圧縮のため

の減産の影響もあり、前年同期比466億円減少の155億円の営業損失、前年同期比505億円減少の163億円の経常損失、

前年同期比380億円減少の158億円の四半期純損失となりました。

　　

　　①　事業の種類別セグメント

  

　　　〔二輪車事業〕

　　　　二輪車事業は、アジアでは、販売台数は前年同期比微減に留まりましたが、為替円高の減収影響により、売上高は

前年同期比26.1％減少しました。北米では、景気後退などによる需要の減少、為替の円高・ドル安による減収影

響もあり、売上高は前年同期比13.5％減少しました。欧州では需要が減少し、売上高は前年同期比39.0％減少し

ました。その他の地域でも需要が減少し販売が減少しました。これらにより、二輪車事業全体の売上高は前年同

期比29.4％減少の1,879億円となりました。営業利益は、流通在庫圧縮のための減産の影響もあり前年同期比

91.1％減少の17億円となりました。

　　　〔マリン事業〕

　　　　マリン事業は、北米での売上高は景気後退などによる船外機の需要の減少及び、為替の円高・ドル安による減収

影響などにより前年同期比51.5％減少しました。欧州では需要が減少し、前年同期比49.6％減少しました。これ

らにより、マリン事業全体の売上高は、前年同期比42.0％減少の369億円となり、流通在庫圧縮のための減産の

影響もあり42億円の営業損失となりました。

　　　〔特機事業〕

　　　　特機事業の売上高は、米国での景気後退などによる四輪バギーの需要の減少及び、為替の円高・ドル安による減

収影響などにより前年同期比52.7％減少の235億円となりました。利益面では流通在庫圧縮のための減産、製造

物賠償責任引当金の繰入れなどの影響により122億円の営業損失となりました。

　　　〔その他の事業〕

　　　　その他の事業の売上高は、自動車用エンジン及びサーフェスマウンターの売上高の減少などにより、前年同期比

45.7％減少の181億円となり、９億円の営業損失となりました。

 

　　②　所在地別セグメント

 

　　　〔日本〕

　　　　欧米市場向けの二輪車、船外機、四輪バギーの輸出売上高が景気後退などによる需要減少のため、前年同期比減少

し、日本の売上高は前年同期比36.7％減少の1,306億円となり、流通在庫圧縮のための減産、為替円高の減益影

響もあり、126億円の営業損失となりました。

　　　〔北米〕

　　　　　　北米市場における売上高は景気後退による需要の減少及び為替の円高・ドル安による減収影響もあり、前年同期比

40.0％減少の592億円となり、104億円の営業損失となりました。

　　　〔欧州〕

　　　　欧州市場における売上高は景気後退による需要減少及び為替円高の減収影響もあり、前年同期比41.7％減少の

539億円となり、15億円の営業損失となりました。

　　　〔アジア〕

　　　　アジア市場においては景気後退による二輪車の需要減少はあったものの、販売台数は前年同期比微減に留まりま

した。しかしながら売上高は為替円高の減収影響により前年同期比24.3％減少の1,071億円、営業利益は、前年

同期比58.6％減少の53億円となりました。

　　　

      〔その他〕

　　　　その他の地域の売上高は景気後退による需要減少により、前年同期比42.8％減少の247億円となり、10億円の営業
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損失となりました。

 

　　　　なお、所在地別セグメントの売上高はセグメント間の内部売上高を含んでいます。 

 

(2) 財政状態の分析

　　当第１四半期の財政状態につきましては、総資産は流動資産の増加などにより、前期末比1,307億円増加の１兆

　2,939億円となりました。純資産は、利益剰余金が前期末比176億円減少しましたが、為替換算調整勘定が前期末比

　208億円増加したため、前期末比27億円増加の4,312億円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　　　　当第１四半期のキャッシュ・フローの概況につきましては、減産により仕入債務が411億円減少したこと及び税金等

調整前四半期純損失が164億円になったことなどにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、△543億円となりま

した。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資などにより△125億円となりました。これらにより当第１四半

期のフリー・キャッシュ・フローは△668億円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、手元流動性を

確保するために借入を行ったことなどにより1,375億円となりました。

　　これらの結果、当第１四半期末の有利子負債は5,052億円、現金及び現金同等物は2,101億円となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た　

に生じた課題はありません。 

　　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　①　基本方針の内容

　当社の活動領域は、二輪車事業、マリン事業、特機事業を中心とした事業活動のみならず、社会貢献活動、環境

保護活動等に及んでおり、これらがシナジー効果を生むことによってコーポレートブランドの価値となり、当

社のブランド価値や企業価値を築いていると認識しております。かかるブランド価値、企業価値のさらなる向

上を図るためには、ニューモデルの積極的な投入、特に新技術の導入による新たな付加価値のある製品の開発

が不可欠ですが、これを可能とするためには、新技術を生むための研究・開発のさらなる推進が重要となりま

す。また、ライフサイエンス事業や環境技術等の新規事業領域は将来高収益・規模成長が期待できる事業領域

ですが、かかる事業領域で収益を上げていくためには、事業の基礎となる研究・開発を積極的に推進すること

が不可欠です。こうしたブランド価値、企業価値の源泉に対する理解に欠ける者が当社を買収して財務及び事

業の方針の決定を支配し、短期的な経済的効率性のみを重視して競争力を毀損する過度な生産コストや研究開

発コストの削減を行うなど、中長期的視点からの継続的・計画的な経営方針に反する行為を行うことは、企業

価値及び株主共同の利益が毀損されることにつながります。また、これらに限らず株式の買付行為の中には、そ

の態様によっては、企業価値及び株主共同の利益を害するものも存在します。

　このようなことに対処するためには、当社株式の買収者が意図する経営方針や事業計画の内容、買収提案が当

社株主や当社の経営に与える影響、当社を取り巻く多くの関係者に対する影響、製品の安全性をはじめとした

社会的責任に対する考え方等について、事前の十分な情報開示がなされ、また、相応の検討期間・交渉力等も確

保される必要があると考えております。
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　②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　「感動創造企業－世界の人々に新たな感動と豊かな生活を提供する」という企業目的を達成するために中長

期的視点から継続的・計画的な下記の諸施策を通じて企業価値・株主共同の利益の確保・向上に努めており

ます。

（イ）中期経営計画に基づく企業価値向上の取組み

　当社グループは、平成20年２月に既存事業の将来展望や外部環境を考慮し平成32年（2020年）を視野に

入れた経営や事業の方向性を長期ビジョン「Ｆｒｏｎｔｉｅｒ２０２０」としてまとめました。その第一

フェーズとして、平成20年から平成22年を中期経営計画として「次の時代の飛躍に向けた基盤の確立」を

テーマに、以下の取組みにより、「収益」・「成長」・「顧客提供価値」の三要素をさらに高い次元へ発

展させ、企業目的である「感動創造企業」を目指してまいります。

　・信頼性を担保できる「経営の質」の強化

　・長期視点に立つ「価値創造」への取組み

　・経営の質と価値創造のための「戦略的な資源投入」

（ロ）コーポレート・ガバナンス(企業統治)の強化による企業価値向上の取組み

　当社は、コーポレート・ガバナンスを「長期的な企業価値最大化のために、経営体制を規律していくこ

と」と認識し、意思決定の迅速化や取締役の業績責任の明確化、透明性のある取締役人事・報酬制度の整

備などに取組んでまいりました。具体的には、執行役員制を導入し、取締役会の役割を「グループの基本方

針の承認と業務執行の監督」、執行役員の役割を「グループの経営及び業務執行」と明確化し、これに合

致した経営体制の構築に取組む一方、取締役の株主の皆様に対する責任を明確にするため任期を２年から

１年に短縮し、監督機能の強化のため社外取締役を４名としております。また、任意の委員会として「役員

人事委員会」を設置し、取締役等の候補者や報酬制度・報酬額についての審議を通じて、妥当性・透明性

の向上を図っております。同委員会の審議に基づき、業績連動性の高い報酬制度への変革や役員退職慰労

金の廃止を行いました。

　③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社は、企業価値及び株主共同の利益を確保・向上するための方策として、平成19年３月27日開催の第72期定

時株主総会においてご承認いただいた「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入の

件」の内容に従い、新株予約権の無償割当てを活用した方策（「本プラン」）を導入しております。本プラン

の概要は以下のとおりです。

（イ）取締役会は、その決議により企業価値委員会を設置するものとします。企業価値委員会の委員は当社の

社外役員のみから選任され、委員会の決議は全委員の過半数により行われるものとします。

（ロ）取締役会は、特定買収行為を企図する者に対して、特定買収行為に関する提案(特定買収行為を企図する

者(グループ会社その他の関係者を含みます。)に関する事項、買収の目的、買収後の当社の経営方針と事業

計画、対価の算定の基礎とその経緯、買収資金の裏付け、当社の利害関係者に与えうる影響その他下記

（ニ）（ａ）ないし（ｇ）記載の事項に関連する情報として当社が合理的に求める必要情報が記載され

たものをいいます。必要情報が記載された当該提案を以下「買収提案」といい、買収提案を行った者を

「買収提案者」といいます。)を予め書面により当社に提出し確認決議を求めるよう要請し、特定買収行為

を企図する者は、その実行に先立ち買収提案を提出して確認決議を求めるものとします。

　「特定買収行為」とは、（ⅰ）株券等保有割合が20％以上となる当社の株券等の買付行為及びこれに準

ずる行為として取締役会で定めるもの。又は、（ⅱ）買付け等の後の株券等所有割合が20％以上となる当

社の株券等の公開買付けの開始行為のいずれかに該当する行為をいいます。「確認決議」とは、下記③に

定める企業価値委員会が行った勧告決議を受けてなされる本プランに従い発行される特定買収者等の行

使に制約が付された新株予約権（本新株予約権）の無償割当等を行わない旨の取締役会決議をいいます。

（ハ）取締役会は、受領した買収提案を、企業価値委員会に速やかに付議することとします。企業価値委員会

は、買収提案を検討し、当該買収提案について取締役会が確認決議を行うべきである旨を勧告する決議

(「勧告決議」)を行うかどうかを審議します。企業価値委員会の決議結果は開示されるものとします。企

業価値委員会の検討・審議期間は、買収提案受領後60営業日(対価を円貨の現金のみとした買付上限株数

を設けない買収提案以外の場合には90営業日。)を目安とし、合理的理由によりこれらの期間が延びる場合

には、当該理由の開示がなされるものとします。
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（ニ）企業価値委員会における勧告決議の検討・審議は、当該買収提案が企業価値及び株主共同の利益の確保

・向上に適うものであるかどうかの観点から真摯に行われるものとします。なお、以下に掲げる事項が全

て充たされていると認められる買収提案については、企業価値委員会は勧告決議を行わなければならない

ものとします。

　（ａ）下記のいずれの類型にも該当しないこと

（Ⅰ）株式を買い占め、その株式について当社又はその関係者に対して高値で買取りを要求する行為

（Ⅱ）当社を一時的に支配して当社の重要な資産等を移転させるなど、当社の犠牲の下に買収提案者

又はそのグループ会社その他の関係者の利益を実現する経営を行う行為

　（Ⅲ）当社の資産を買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者の債務の担保や弁済原資として

流用する行為

（Ⅳ）当社の経営を一時的に支配して将来の事業展開、商品開発等に必要な資産や資金を減少させて

その処分利益をもって一時的な高配当やそれによる株価の急騰をねらって高値で売り抜ける

など、当社の継続的発展を犠牲にして一時的な高いリターンを得ようとする行為

（Ⅴ）その他、当社の株主、取引先、顧客、従業員等を含む当社の利害関係者の利益を不当に害するこ

とで買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者が利益をあげる態様の行為

　（ｂ）当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容等が、関連する法令及び規則等を遵守したものであるこ

と

　（ｃ）当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容が、強圧的二段階買付(最初の買付けで全株式の買付けを

勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の

株式買付けを行うことをいいます。)、その他買収に応じることを当社株主に事実上強要するおそれ

があるものではないこと

　（ｄ）当該買収提案を検討するために必要でかつ虚偽のない情報が、当社の要請等に応じて適時に提供さ

れていること、その他本プランの手続に即した真摯な対応がなされていること

　（ｅ）当該買収提案を当社が検討(代替案を検討し当社株主に対して提示することを含む。)するための期

間(買収提案の受領日から60営業日(対価を円貨の現金のみとした買付上限株数を設けない買収提

案以外の場合には90営業日。なお、これらの日数を超える合理的理由がある場合は当該日数。))が確

保されていること

　（ｆ）当社の本源的価値に照らして不十分又は不適切であると認められる条件による買収提案ではないこ

と

　（ｇ）その他企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであると合理的に認められること

（ホ）取締役会の確認決議は、企業価値委員会の勧告決議に基づいてなされるものとします。取締役会は、企業

価値委員会から勧告決議がなされた場合、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がな

い限り、確認決議を行わなければならないものとし、確認決議を受けた買収提案に対して本新株予約権の

無償割当等を行うことができないものとします。

（ヘ）確認決議を得ない特定買収行為が行われた場合、取締役会は、無償割当等の基準日等を定め本新株予約

権の無償割当等を行い、当該基準日時点の株主に本新株予約権を割り当てるものとします。但し、無償割当

等の基準日以前の日で取締役会が定める日までに特定買収者の株券等保有割合が20％を下回ったことが

明らかになった場合(これに準じる特段の事情が生じたと取締役会が認めた場合を含みます。)には、取締

役会は当該無償割当等を中止し、その効力を生じさせないことができます。
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　④　取締役会の判断及びその判断に係る理由

　本プランは上記の基本方針に沿うものであり、またその合理性を高めるため以下のような特段の工夫が施さ

れております。本プランは、当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の

維持を目的とするものではありません。

（イ）本プランは、平成19年３月27日開催の第72期定時株主総会において株主の皆様の事前承認を受けており

ます。

（ロ）当社取締役の任期は１年であり、任期期差制や解任要件の普通決議からの加重等も行っておりません。

従って、１回の株主総会普通決議による取締役の選解任を通じて、取締役会決議により本プランを廃止す

ることが可能です。

（ハ）本プランにおける判断の中立性を担保するため、当社の業務執行に従事していない当社社外役員のみか

ら構成される企業価値委員会が、会社に対し負う当社役員としての法的義務を背景に、企業価値及び株主

共同の利益の確保・向上に適うものであるかどうかの観点から買収提案について検討・審議します。ま

た、企業価値委員会から取締役会に対し、確認決議を行うべきである旨の勧告決議がなされた場合、取締役

会は、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がない限り、同勧告決議に従い確認決議

を行わなければならないこととされております。

（ニ）上記③（ニ）（ａ）ないし（ｇ）記載の事項が全て充たされていると認められる買収提案については、

企業価値委員会は勧告決議を行わなければならないものとされており、客観性を高めるための仕組みが採

られております。

（ホ）株主総会におけるご承認の有効期間を、第72期定時株主総会から３年に設定しております。有効期間中

は、当該総会におけるご承認の授権の範囲内で、取締役会が１年ごとに本プランの内容を決定することと

しており、関連する法制度の動向その他当社を取り巻く様々な状況に対応することが可能となっておりま

す。有効期間経過後、取締役会は、附帯条件の見直し等を含め、改めて株主意思の確認を行い、株主の皆様に

ご判断いただくことを予定しております。

（ヘ）本プランは、経済産業省及び法務省が定めた平成17年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」が求める適法性の要件(新株予約権等の発行の差止めを受ける

ことがないために充たすべき要件)、政府指針が求める合理性の要件(株主や投資家など関係者の理解を得

るための要件)を全て充たしております。

 

(5) 研究開発活動

　  当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、157億円となりました。なお、当第１

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式  900,000,000

計  900,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 286,507,784 286,507,784
東京証券取引所

市場第１部

単元株式数は

100株です。

計 286,507,784 286,507,784 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　  ストックオプション

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

平成20年５月29日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数 755個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数 75,500株　　　　　　　　※１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,205円　　　　　※２

新株予約権の行使期間 平成22年６月13日から平成26年６月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の１株当

たりの発行価格　　 　　                  2,740円

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の１株当

たりの資本組入額　　　                   1,370円

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権者は解任、解雇その他の新株予約権の発行

の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約」に定める事由により、当

社の取締役又は執行役員の地位を失った場合には、新株

予約権を行使することはできない。

２．新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。

３．その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※３

　（注）※１　当社が株式分割（当社普通株式の株主無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算　　

　　　      式により付与株式数を調整するものとする。

　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（併合）の比率

  上記のほか、当社が新株予約権の無償割当てを行う場合、当社が存続会社となる吸収合併、承継会社とな 

る吸収分割及び完全親会社となる株式交換を行う場合その他の付与株式数の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要と認められる付与株式数の調整を行うものとする。

　また、付与株式数の調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
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　　　  ※２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により権利行使価額を調整し、調整により生ずる

   １円未満の端数は切り上げる。

 　　　

 　　　   　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
 　　　　　　　１

 　　　分割（併合）の比率

　　　　 　   時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次

の算式により権利行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

       

　　　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×

 
 　　　　　既発行株式数　　＋

　  新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

  　　　　　　 １株当たり時価

  　　　　　　　　　　既発行株式数　＋　新規発行株式数

              なお、前記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

　            上記のほか、当社が新株予約権の無償割当てを行う場合、当社が存続会社となる吸収合併、承継会社となる

吸収分割及び完全親会社となる株式交換を行う場合その他の権利行使価額の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要と認められる権利行使価額の調整を行うものとする。

        ※３　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

     当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点に

おいて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は

消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

   (1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　 残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

　ただし、下記(3)により定める新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の数、再編成対象会社の当

該株式の一単元の株式の数等の事情により、同一の数以外の適切な数に調整することを妨げないものとす

る。　　　

   (2)　新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の種類

　  再編成対象会社の普通株式又は新株予約権の目的となる株式の種類に相当する種類の株式とする。

   (3)　新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の数

　  組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、前頁※１に準じて決定する。

   (4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記※２で定められる権利行使価額

を組織再編成の条件等を勘案のうえ、調整して得られる価額に上記(3)に従って決定される当該新株予約

権の目的となる再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

   (5)　新株予約権の行使期間

　前頁の表の「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、前頁の表の「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使

期間の満了日までとする。

   (6)　その他の新株予約権の行使の条件

　  前頁の表の「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

   (7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

　  譲渡による新株予約権の取得については再編成対象会社の取締役会の承認を要する。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成21年１月１日～

 平成21年３月31日
    － 286,507    － 48,342     － 60,432

 

 

(5) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してい

ません。 
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(6) 【議決権の状況】

    当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。 

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     平成20年12月31日現在 

　　　　　　　区分 　　 株式数（株） 　議決権の数（個） 　　　　内容

　無議決権株式 　　　　　　　　― 　　　　　　― 　　　　　　―

　議決権制限株式（自己株式等） 　　　　　　　　― 　　　　　　― 　　　　　　―

　議決権制限株式（その他） 　　　　　　　　― 　　　　　　― 　　　　　　―

　完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

  普通株式      99,500

（相互保有株式）

  普通株式      71,400

　　　　　　―
「１(1)②発行済株式」の「内

容」欄に記載のとおりです。

　完全議決権株式（その他）   普通株式 286,183,600　　　  2,861,795 同上

　単元未満株式   普通株式   　153,284 　　　　　　― 同上

　発行済株式総数 　　　　　 286,507,784 　　　　　　― 　　　　　　―

　総株主の議決権 　　　　　　　　― 　　　　2,861,795 　　　　　　―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式4,100株が含まれて

いますが、議決権の数の欄には同機構名義の議決権41個は含まれていません。

　　　　　　　　２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれています。

　              　　　　ヤマハ発動機㈱  ７株、サクラ工業㈱  59株、Ａ.Ｉ.Ｓ㈱　50株

②【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数 に対する所

有

株式数の割合（％）

 （自己保有株式）

  ヤマハ発動機㈱
静岡県磐田市新貝2500番地    99,500       ―　　     99,500        0.03

 （相互保有株式）

  サクラ工業㈱

　 静岡県浜松市東区半田町

   18番地
    71,200       ―　　     71,200        0.02

 （相互保有株式）

  Ａ.Ｉ.Ｓ㈱

   静岡県浜松市東区有玉西町

   777番地の１
       200       ―　　        200        0.00

計 ―    170,900       ―　　    170,900        0.06

　（注）　サクラ工業㈱及びＡ.Ｉ.Ｓ㈱の他人名義所有株式数に、当社の取引先会社で構成される持株会（名称：

ヤマハ発動機協力会社持株会、住所：静岡県磐田市新貝2500番地）名義の株式数は含まれていません。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,048 896 955

最低（円） 816 766 730

　（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

  

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しています。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

います。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 209,502 133,906

受取手形及び売掛金 221,645 195,481

商品及び製品 241,777 230,378

仕掛品 52,756 49,119

原材料及び貯蔵品 36,628 39,399

その他 82,189 74,247

貸倒引当金 △6,493 △5,514

流動資産合計 838,006 717,018

固定資産

有形固定資産 ※1
 362,108

※1
 355,596

無形固定資産 5,819 5,971

投資その他の資産

投資その他の資産 89,082 85,710

貸倒引当金 △1,161 △1,122

投資その他の資産合計 87,920 84,587

固定資産合計 455,847 446,154

資産合計 1,293,854 1,163,173

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 121,441 158,760

短期借入金 273,174 228,336

1年内返済予定の長期借入金 29,148 22,435

コマーシャル・ペーパー 20,000 －

未払法人税等 5,291 63

引当金

賞与引当金 14,872 9,688

製品保証引当金 27,035 27,341

その他の引当金 1,004 －

引当金計 42,912 37,029

その他 111,832 120,861

流動負債合計 603,801 567,488

固定負債

長期借入金 182,845 98,428

引当金

退職給付引当金 33,301 31,381

製造物賠償責任引当金 21,860 16,757

その他の引当金 1,289 1,929

引当金計 56,451 50,069

その他 19,588 18,704

固定負債合計 258,885 167,201

負債合計 862,686 734,690
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 48,342 48,342

資本剰余金 60,824 60,824

利益剰余金 374,385 392,025

自己株式 △664 △181

株主資本合計 482,887 501,011

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,467 100

繰延ヘッジ損益 － 1,992

土地再評価差額金 17,254 17,254

為替換算調整勘定 △105,040 △125,791

評価・換算差額等合計 △86,318 △106,443

新株予約権 40 30

少数株主持分 34,558 33,885

純資産合計 431,167 428,483

負債純資産合計 1,293,854 1,163,173
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 266,494

売上原価 211,927

売上総利益 54,566

販売費及び一般管理費 ※
 70,095

営業損失（△） △15,528

営業外収益

受取利息 2,060

持分法による投資利益 1,273

その他 2,900

営業外収益合計 6,234

営業外費用

支払利息 2,735

販売金融関連費用 1,612

その他 2,639

営業外費用合計 6,988

経常損失（△） △16,281

特別利益

固定資産売却益 60

その他 1

特別利益合計 61

特別損失

固定資産売却損 38

固定資産処分損 103

その他 9

特別損失合計 150

税金等調整前四半期純損失（△） △16,370

法人税、住民税及び事業税 △489

法人税等調整額 △557

法人税等合計 △1,047

少数株主利益 441

四半期純損失（△） △15,764
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △16,370

減価償却費 13,879

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,730

製造物賠償責任引当金の増減額（△は減少） 5,103

受取利息及び受取配当金 △2,060

支払利息 2,735

持分法による投資損益（△は益） △1,273

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △21

有形及び無形固定資産処分損益（△は益） 103

売上債権の増減額（△は増加） △14,704

たな卸資産の増減額（△は増加） 651

仕入債務の増減額（△は減少） △41,065

その他 △1,128

小計 △52,421

利息及び配当金の受取額 1,949

利息の支払額 △2,086

法人税等の支払額 △1,709

営業活動によるキャッシュ・フロー △54,267

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △38

定期預金の払戻による収入 127

有形及び無形固定資産の取得による支出 △16,333

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,649

その他 61

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,533

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

53,063

長期借入れによる収入 105,848

長期借入金の返済による支出 △19,246

自己株式の増減額（△は増加） △483

配当金の支払額 △1,432

少数株主への配当金の支払額 △2

その他 △233

財務活動によるキャッシュ・フロー 137,514

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,980

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 75,694

現金及び現金同等物の期首残高 134,364

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 210,058
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項の変更  (1) 連結の範囲の変更

　　 当第１四半期連結会計期間より、ヤマハマリン㈱は当社を存続会社と

する吸収合併により、㈱イー・アンド・エスは㈱ワイエス（※）との

合併により、Yamaha Motor Polska Sp. z o.o.、Yamaha Motor

Hungary Kft.はYamaha Motor Middle Europe B.V.との合併により連

結の範囲から除外しています。

 

   ※　㈱ワイエスは、平成21年１月１日付けでヤマハモーターサポー

ト＆サービス㈱に商号を変更しました。

 (2) 変更後の連結子会社の数

　　 連結子会社　　　　　　109社

２　持分法の適用に関する事項の変更 　 当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。 

３　会計処理基準に関する事項の変更  (1) 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　　 当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用された

ことに伴い、評価基準については、低価法から原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）に変更しています。

　　 当該変更が損益に与える影響は軽微です。

 (2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用

　   当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成

18年５月17日）が適用されたことに伴い、連結決算上必要な修正を

行っています。

     当該変更が損益、利益剰余金及び少数株主持分に与える影響は軽微

です。

 (3) 「リース取引に関する会計基準」等の早期適用

　   当第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る会計処理から通常の売買取引に係る

会計処理に変更しています。

　　 また、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産の減価償

却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定

する方法によっています。

     なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る会計処理を引き

続き採用しています。

     当該変更が損益に与える影響は軽微です。 
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

  (4) 重要なヘッジ会計処理等の方法の変更

　　 従来、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ取引に関しては繰延

ヘッジ処理を、振当処理の要件を満たす為替予約に関しては振当処理

を、特例処理の要件を満たす金利スワップに関しては特例処理を適用

していましたが、当第１四半期連結会計期間より、当社グループの

ヘッジ方針等を見直したことに伴い、デリバティブ取引が、当社グ

ループの四半期連結財務諸表に与える影響を適切に反映させるため、

時価をもって計上する方法に変更しました。

　　 なお、取引発生時以前に為替予約等を付することにより決済円貨額が

確定している取引については、当該円貨額を付す処理を行っていまし

たが、上記変更に伴い、当該取引をより適切に反映する為替相場（取

引発生時の直物為替相場）によって換算する方法に変更しています。

　   上記の変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業損失は

604百万円、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は3,105百万円増

加しています。なお、セグメント情報に与える影響は軽微です。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１　棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により

算定する方法によっています。

２　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分する方法によっています。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

  

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　当第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正（減価償却資産の耐用年

数等に関する省令の一部を改正する省令（平成20年４月30日　財務省令第32号））を契機に、主として機械及び装置

の耐用年数を見直しました。

　　当該変更が損益に与える影響は軽微です。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額は500,070

百万円です。

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額は481,615

百万円です。

　２　偶発債務は次のとおりです。

　　　下記の会社の金融機関借入金に関して保証等を行って

います。

（関係会社）   

あまがさき健康の森㈱ 　　339百万円

福州佳新創輝機電有限公司 51

（その他）  

株式会社エンルムマリーナ室蘭 72

株式会社マリーナ河芸 　31

計 494

 

　　　上記の金額には保証類似行為によるものが370百万円含

まれています。

　２　偶発債務は次のとおりです。

　　　下記の会社の金融機関借入金に関して保証等を行って

います。

（関係会社）   

あまがさき健康の森㈱ 　　339百万円

福州佳新創輝機電有限公司 51

（その他）  

株式会社エンルムマリーナ室蘭 74

株式会社マリーナ河芸 　36

計 501

 

　　　上記の金額には保証類似行為によるものが375百万円含

まれています。

　３　受取手形割引高は1,828百万円です。 　３　受取手形割引高は1,709百万円です。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち、主なものは次のとおりです。

　　諸給与                    　　　17,799百万円

    製造物賠償責任引当金繰入額　　　 4,896

　　製品保証引当金繰入額　　　　　　 2,077

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　 1,721 

    退職給付引当金繰入額　　　　　　　 808

    貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　 727 　

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 209,502

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △61

流動資産のその他 617

現金及び現金同等物 210,058
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（株主資本等関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至

　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　 286,507千株 

 

２　自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　     655千株 

 

３　新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　40百万円 

　※　ストック・オプションとしての新株予約権のうち当第１四半期連結会計期間末現在において権利行使期

間の初日が到来しているものはありません。 

 

４　配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月25日

定時株主総会
普通株式 1,432５円 00銭平成20年12月31日平成21年３月26日利益剰余金

 
     (2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
二輪車事業
（百万円）

マリン事業
（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      　  

(1) 外部顧客に対する

売上高
187,94836,89923,53318,113266,494 － 266,494

(2) セグメント間の内

部売上高又は振替

高

    －     － － 19,89319,893　(19,893) －

計 187,94836,89923,53338,007286,388(19,893)266,494

営業利益又は

営業損失(△)
1,736△4,234△12,153 △877 △15,528 0 △15,528

　（注）１　事業区分の方法

          　事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいています。

２　各事業区分に属する主要な製品

 事業区分  主要な製品

 二輪車  二輪車、海外生産用部品 

 マリン  船外機、ウォータービークル、ボート、プール、漁船・和船、ディーゼルエンジン

 特機
 四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークル、スノーモビル、ゴルフカー、発電機、

 除雪機、汎用エンジン

 その他
 サーフェスマウンター、産業用ロボット、自動車用エンジン、

 自動車用コンポーネント、自転車、産業用無人ヘリコプター、車椅子、中間部品 
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1) 外部顧客に

対する売上高
44,07551,09952,96294,16724,189266,494 － 266,494

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高

86,5528,089 929 12,897 472 108,941(108,941)－

計 130,62759,18953,892107,06424,662375,436(108,941)266,494

営業利益又は

営業損失(△)
△12,565△10,415△1,517 5,269 △985△20,2144,686△15,528

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

 　 (1) 北米 ……… 米国、カナダ

 　 (2) 欧州 ……… オランダ、フランス、イタリア、スペイン、ロシア

　  (3) アジア …… インドネシア、台湾、タイ、シンガポール、中国、ベトナム、インド

　　(4) その他 …… ブラジル、オーストラリア、コロンビア、メキシコ

  

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 50,752 54,153 97,253 34,828 236,987

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 266,494

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
19.0     20.3    36.5     13.1     88.9

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　        (1) 北米 ……… 米国、カナダ

　          (2) 欧州 ……… イタリア、フランス、スペイン、ドイツ、ロシア

　　        (3) アジア …… インドネシア、タイ、ベトナム、台湾、中国、インド

　　        (4) その他 …… ブラジル、オーストラリア、南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。
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（デリバティブ取引関係）

    当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　    対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、また、当

第１四半期連結会計期間より、当社グループのヘッジ方針等を見直したことに伴い、従来ヘッジ会計を適用してい

たデリバティブ取引を、時価をもって計上する方法に変更しました。

対象物の種類 取引の種類 　契約額等（百万円） 時価（百万円） 　評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 45,743 49,119 △3,375

金利 スワップ取引 52,384 △1,371 △1,371

 

（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 1,387円32銭 １株当たり純資産額 1,377円81銭 

 

２　１株当たり四半期純損失

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失(△) △55円09銭
 
　なお、当第１四半期連結累計（会計）期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していません。

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

四半期純損失(△)（百万円） △15,764

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失(△)（百万円） △15,764

普通株式の期中平均株式数（千株） 286,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に含め

なかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要
－

  

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年５月14日

ヤマハ発動機株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　和弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田宮　紳司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 塚原　正彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマハ発動機株式会

社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤマハ発動機株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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